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る動きが強まることになった。2004 年には IMV（Innovative International Multi-purpose 
Vehicle）プロジェクトにより東南アジアの中核拠点として位置づけられることになった。そ
図 2-1　海外子会社の進化要因
出所：Birkinshaw and Hood (1998), p.775 から筆者作成
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売額は設立時の 10 倍となり、従業員数は 4.2 倍になった。1983 年には冷蔵庫、洗濯機を主力
にした新工場を立ち上げ、1987 年には、ガスコンロ、換気扇、ホームシャワーを生産品目に
加えた。
















Ronstadt（1977）はアメリカ多国籍企業 7 社へのインタビュー調査に基づいて 55 箇所の海
外研究開発拠点を展開されている技術の種類から 4 種類に分類した。そして、それらの拠点が
高度な役割を持つ拠点へと進化することを明らかにした。






第 2 のタイプは「現地技術拠点（ITU：Indigenous Technology Units）」である。現地市場
向けの製品開発と製品の改良を行う海外研究開発拠点である。これらの製品は親会社から提供
された新技術を直接用いずに開発されたものである。このタイプは 9 拠点であった。
第 3 のタイプは「グローバル製品拠点（GPU：Global Product Units）」である。世界市場
向けに新製品を開発する海外研究開発拠点である。アメリカとその他海外市場にほぼ同時に新
製品を投入するために設立される。このタイプに分類されたのは 5 拠点であった。
























第 1 のタイプは「現地技術センター（LTC：Local Technical Center）」である。現地市場
向けのマイナーチェンジを行う技術センターであり、本社との関係は強いが、他の海外研究所
とのつながりは弱い。「市場志向」であり「独立志向」のタイプである。
第 2 のタイプは「製品開発センター（PDC：Product Development Center）」である。市場
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への接近を重視して、現地市場向けの製品開発を行う研究センターである。「市場志向」であ
り「統合志向」のタイプである。
第 3 のタイプは「技術開発センター（TDC：Technology Development Center）」である。
現地の技術資源を活用して新技術や新製品を開発するセンターである。海外研究所が１つある
いは少数なので個々に独立的な研究所である。「技術志向」であり「独立志向」のタイプである。







































































るために子会社を設立した。その後、R ＆ D センターを設置してデジタルカメラの開発を行
うようになった。しかし、K 社は銀塩カメラの開発・生産から撤退していたため、日本の R
＆ D センターだけでは対応できなかった。そこで、銀塩カメラを OEM 委託していたサプラ
イヤーである C 社と連携することにした。その結果、日本の R ＆ D センターのデジタル画素
技術と C 社のデジタルカメラの試作開発の経験を活用することでデジタルカメラの開発に成
功した。その後、日本の R ＆ D センターの管理者は本社に対して世界市場で成功するために
は商品企画を日本に移管する必要があると主張した。これらの経験を通じて、日本の R ＆ D
センターは世界市場向けの製品開発拠点へと進化した。
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るようになっていた。この段階では本国親会社の影響は弱く、外部顧客と外部流通企業と競合
企業の影響が強かった。
フェーズ 4 の段階では、紅茶花伝や Qoo などの新製品の開発を進めるとともに海外市場向
けの製品開発を担当するようになった。各国の海外子会社は日本コカ・コーラを訪問してノウ
ハウなどの吸収に努めるようになった。この段階では、本国親会社、内部顧客、外部顧客、外
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